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（仮称）熊本市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（骨子案） 

【国際的な動き】 

○20１５年 11 月、COP21 で「パリ協定」が採択され、「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比

べ 2℃より低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今世紀後半の温室効果ガス

の人為的な排出と吸収の均衡」が掲げられた。 

 

【国の動き】 

○2020年 10月、「2050年カーボンニュートラル」を宣言。2021 年 4月には、2030年度の温

室効果ガス排出目標を▲46％（2013 年度比）とし、▲50％の高みに向け挑戦を続けていくこと

を公表した。 

○2021 年 6 月、「地域脱炭素ロードマップ」が決定され、重点施策として、自家消費型の太陽光発

電、公共施設等における徹底した省エネや再エネ電気の調達、更新や改修時の ZEB 化、EV化等を

進めることが示された。 

 

【熊本の動き】 

○熊本連携中枢都市圏では、2020 年 1 月、「2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言し、

2021年 3月には「熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画」（区域施策編）を策定した。 

○同計画では、重点取組として「公共施設等による率先した省エネ・蓄エネ・再エネの推進」を掲げてい

る。 

１ 背景 

環境政策課 温暖化・エネルギー対策室 

〔はじめに〕 実行計画（事務事業編）とは 

○地球温暖化対策推進法に基づき策定が義務付けられている、温室効果ガスの排出削減に係る目標や

取組を定める計画。 

○策定する計画には、「区域施策編」と「事務事業編」の２種類がある。 

①区域施策編・・・行政区域の市民や事業者、行政機関等、全ての主体を対象とする計画 

（※令和 3年 3月、 熊本連携中枢都市圏共同で策定済み） 

②事務事業編・・・地方自治体が実施する事務・事業に関する計画 

【今回策定】 
※事務・事業に伴う温室効果ガス排出の対象 

・庁舎や学校、市が直接行う事業の電力や燃料などのエネルギー使用に伴う排出 

・廃棄物処理事業や下水道処理に伴う温室効果ガスの排出 など 

資料４ 



2 

(1)目的     熊本連携中枢都市圏で掲げている「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向け、市民

や事業者などの温暖化対策を促進するに当たり、本市が率先して事務・事業の脱炭素

化に取り組み、温室効果ガスの排出量を削減する。 

(2)対象範囲  本市における全ての事務・事業 

(3)計画期間  2023年度 ～ 2030年度まで （8年間）  

(4)計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本的事項 

○本市の事務・事業に伴う温室効果ガス排出量（2020年度）は126,403t-CO2で、基準年度（2013

年度）比で▲34％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

○排出内訳で見ると、電力の使用に伴う排出（30%）と廃棄物処理事業におけるプラスチックの焼却に

伴う排出（52%）で 82%を占めており、この部分の排出削減が重要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 温室効果ガスの排出状況 
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４ 温室効果ガスの排出削減に向けた取組方針 

〔取組方針１〕 市有施設における電力の脱炭素化   

○再生可能エネルギーの最大限の導入 （太陽光発電設備の拡充等） 

○省エネルギー対策・電力の需給調整の推進 

 （照明の LED化、大型蓄電池の拡充、空調制御機器の運用等） 

○脱炭素電力(※1)の調達 （環境工場で発電した電力の供給拡充、電力契約の見直し等） 
※1 脱炭素電力・・・再生可能エネルギーなど、発電時に CO2を排出しない電力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔取組方針２〕 温室効果ガスの排出が少ないエネルギーの活用や施設の整備   

○公用車におけるガソリン車の EV化 （公用車における電気自動車等の導入方針に基づく調達） 

○新築・大規模改修時における施設の ZEB(※2)化等の検討 

※2 ZEB・・・省エネと創エネで、エネルギー消費量を正味でゼロにすることを目指した建物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔取組方針３〕 各事業における脱炭素化の取組の推進   

○廃棄物処理事業： 環境工場で発電した電力の活用、プラスチックの削減と資源循環の推進 

○上下水道事業  ： 配水池等における再生可能エネルギーの導入 

施設や設備の更新に係る高効率設備・機器の導入 

○病院事業      ： 植木病院における再生可能エネルギー等の導入検討 

○交通事業      ： 市電運行の効率化、施設内への太陽光発電設備等の導入促進 

 

 

〔取組方針４〕 脱炭素に向けた職員一人ひとりの取組の推進    

○エコオフィス活動の継続 

○物品の購入やサービスの使用等に関する環境配慮 

○事務・事業における ICT等の活用による、更なる環境負荷の低減 

○公共交通機関の利用やエコドライブの推進 

〔取組方針１〕 市有施設における電力の脱炭素化 

〔取組方針２〕 温室効果ガスの排出が少ないエネルギーの活用や施設の整備 

〔取組方針４〕 脱炭素に向けた職員一人ひとりの取組の推進 

〔取組方針３〕 各事業における脱炭素化の取組の推進 
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・2030年度に、基準年度に比べて 65%の削減とする。 

・そのうち、電力使用に伴う温室効果ガス排出量はゼロとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○温室効果ガスの排出削減目標（案）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境管理システムの再構築 

 ・環境管理体制の整理 （区域施策編と事務事業編の進捗管理を一体的に実施） 

 ・各局区において点検・評価する体制の整備 

６ 推進体制 

令和４年９月～ 計画(案)の作成 

令和５年２月 第 1回定例会委員会において計画(案)の報告 

令和５年３月 計画の策定 

今後のスケジュール（予定） 

５ 取組方針等を踏まえた削減目標（案） 

項 目
2013年度

【基準年度】
2020年度

【 現 状】
2030年度

【目標年度】

削減目標（案） － ▲34 % ▲65 %

温室効果ガス排出量
191,303ｔ-CO2

(-)

126,403ｔ-CO2

（▲64,900ｔ-CO2 )

66,956ｔ-CO2

(▲124,347ｔ-CO2)

電力使用に伴う排出量
94,999ｔ-CO2

(-)

38,294ｔ-CO2

（▲56,705ｔ-CO2)

０ｔ-CO2

(▲ 94,999ｔ-CO2)

＜参考＞
国の削減目標 － － ▲50 %

①電力

94,999

38,294 (▲56,705)

②廃棄物

（プラスチック焼却）

74,582 

65,247 (▲9,335)

48,607 (▲25,975)

③その他 21,722

22,861 (＋1,139)

18,349 (▲3,373)

0

50,000

100,000

150,000

200,000
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126,403 (▲64,900)

66,956 (▲124,347)

温室効果ガス排出量
191,303 ※( )内は基準年度からの増減

（単位：t-CO2）

【基準年度】 【現 状】 【目 標】

▲34％

▲65％

電力 0 (▲94,999)


